
（はじめに）

人口減少が見込まれる今後の社会においては、より多くの人々が意欲を持って働くことで

労働力率を高め、その持てる能力を十分に発揮することで高い労働生産性を実現していくこ

とが重要である。

この章においては、労働力供給の現状について分析することとし、意欲と能力の発揮とい

う観点から特に問題を抱えている若年者、高齢者そして女性について分析し、その課題を明

らかにするとともに今後の取組について検討する。

現在、社会は少子高齢化という人口構造の急激な変化の下、情報化、国際化、消費社会化

が進行し、家庭、学校、職場、地域など若年者を取り巻く環境にも大きな影響が及んでいる。

こうした中で、現在の厳しい雇用情勢は、若年期という人生の中の重要な時期に安定的な雇

用の場を失うことからその職業能力の低下を招き、若年者と社会との円滑な繋がりを失わせ

ている。

そこで、若年者が社会と密接に繋がりを持ち、彼らの職業能力を向上させることが、さら

なる我が国の経済社会の発展のためには必要不可欠であることを示すとともに、問題点を明

らかにし、必要な取組を探ることとする。

（低下する20～24歳層の労働力人口比率）

若年者の労働力人口比率を概観すると、25～29歳層、30～34歳層では上昇傾向で推移して

いるものの、20～24歳層では低下傾向で推移している。男女別にみると、25～29歳層、30～

34歳層における労働力人口比率の上昇は、特に女性の労働力人口比率が当該年齢層において

上昇しており、主に女性の就業の継続等の影響から労働力人口比率が上昇していることが分

かる。その一方で、20～24歳層の労働力人口比率は、男女ともに低下しており、当該年齢層

の非労働力化が進んでいることが分かる（第２－（1）－１図、第２－（1）－２図、第２－

（1）－３図）。こうした労働力人口比率の低下の要因として、高等学校や大学等を卒業し、

就職を迎える若者に対し、十分な雇用機会が与えられていないことから、やむをえず非労働

力化している者も含め、非労働力化している者が増加していることが想定される。

次に、若年者の完全失業率を概観すると、1990年代半ばから男女ともに急速に高まり、15

平成17年版　労働経済の分析142

第�部 人口減少社会における労働政策の課題

第
２
章

第2章　労働力供給の現状と課題 

第1節　若年者の意識と就業促進に向けた課題

1）若年者の厳しい雇用情勢



～19歳層では2002年に12.8％、20～24歳層では2003年に9.8％まで上昇した。その後、改善の

兆候がみられるものの、依然として完全失業率は高水準であり、若年層の雇用情勢は厳しい

状況にあることが分かる（第２－（1）－４図、第２－（1）－５図、第２－（1）－６図）。

なお、文部科学省「学校基本調査」により進学率についてみると、最近の傾向として大学

等への進学率が上昇傾向で推移する一方で、短期大学への進学率が低下傾向で推移している

（第２－（1）－７図）。このことから近年の労働力人口比率の低下には若年者の就学期間が

長期化していることも寄与していることが分かる。
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資料出所　総務省統計局「労働力調査」 
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第2－（1）－ 1図　年齢階級別労働力人口比率の推移（男女計）
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資料出所　総務省統計局「労働力調査」 

第2－（1）－ 2図　年齢階級別労働力人口比率の推移（男性計）
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資料出所　総務省統計局「労働力調査」 
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第2－（1）－ 3図　年齢階級別労働力人口比率の推移（女性計）
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資料出所　総務省統計局「労働力調査」 

第2－（1）－ 4図　年齢階級別完全失業率の推移（男女計）
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資料出所　総務省統計局「労働力調査」 

第2－（1）－ 5図　年齢階級別完全失業率の推移（男性計）

資料出所　総務省統計局「労働力調査」 
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第2－（1）－ 6図　年齢階級別完全失業率の推移（女性計）



（高校卒業者の就職状況）

1990年代以降について高校新卒者の求人数、求職者数の推移をみると、求人数が求職者数

を上回っているものの求人数、求職者数ともに減少傾向で推移しており、求人数の減少幅が

求職者数の減少幅を圧倒的に上回っている（第２－（1）－８図）。このため、求人倍率は低

下し、2004年において若干の改善しているものの、1.30倍と高校卒業者の職業選択の機会が

限定的であることがわかる。また、卒業者に占める就職も進学もしない者の割合については、

増加傾向で推移していたが、近年は、おおむね横ばいとなっている（第２－（1）－９図）。

なお、求職者数の減少については、少子化の影響の他、大学等への進学率が上昇しているこ

とも影響していると考えられる。

企業規模別の高校求人数の推移をみると、どの規模についてもおおむね1992年をピークと

して最近10年間で大幅に減少している。また、その中で従業員規模が500人以上の企業から

の求人が減少し、相対的に規模の小さい企業の求人割合が上昇している（付２－（1）－１

表）。また、産業別の求人数についてみると、規模別の求人数と同様各産業ともに最近10年

間で大幅に減少している。特に以前、大口の求人があった製造業における減少数が大きく

なっている（付２－（1）－２表）。
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人は含まない。）の占める比率。 

　　　　　２）大学（学部）・短期大学（本科）への進学率（浪人を含む）とは、大学学部・短期大学本科入学者数（浪人
を含む。）を３年前の中学校卒業者及び中等教育学校前期課程修了者数で除した比率。 

第2－（1）－ 7図　進学率の推移（男女計）



（大学卒業者の就職状況）

大学卒業後の内定率についてみると、ここ２年間は、改善の傾向で推移している（付２－

（1）－３表）。また、求人倍率、民間企業就職希望者数ともに２年連続で改善しており、最

近の景気の回復に伴う企業の採用状況の改善が見受けられる（第２－（1）－10図）。

但し、1990年代以降を概観すると、2004年３月時点における卒業者数に占める就職率は

55.8％であり、1991年３月時点における81.3％と比べて25ポイント以上低下している（第

２－（1）－11図）。なお、2004年３月卒の大学院進学率は11.8％、専修学校や外国の学校に

入学する者は2.3％であり、昨今の大学院への進学や留学、資格取得を目指す等の卒業後の

進路が多様化していることの影響も考えられる（付２－（1）－４表）。しかし、その一方で

就職も進学もしていないいわゆる無業者が20％と高水準となっており、大学卒業時の就職環

境も厳しい状況にある（第２－（1）－12図）。

また、就職状況を産業別にみると、高校卒業者と同様に製造業の就職者数の割合が減少し

ており、相対的にサービス業の就職者数の割合が増加している（第２－（1）－13図）。
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第2－（1）－ 8図　高校新卒者の求人・求職者の動向
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資料出所　（株）リクルートワークス研究所「ワークス大卒求人倍率調査」 
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第2－（1）－10図　大卒者の求人総数・民間企業就職希望者数・求人倍率の推移（男女計）

資料出所　文部科学省「学校基本調査」 
　　（注）　2004年の卒業者に占める就職も進学もしない者の割合が低下しているのは、2004年調査から「一時的な職に就 
　　　　　いた者」という項目が追加されたためである。 
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第2－（1）－ 9図　卒業者に占める就職も進学もしない者の割合（高等学校卒）
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資料出所　文部科学省「学校基本調査」 
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第2－（1）－12図　卒業者に占める就職も進学もしない者の割合（大学学部卒）
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第2－（1）－11図　就職率の推移（男女計）



（非正規雇用者の増加と高い離職率）

このように学校卒業時の就職の状況は厳しいものになっているが、就職することができた

者についても、役員を除く雇用者に占める非正規職員の割合が高まっている他、３年以内の

早期での離職率が高水準で推移している。

1994年と2004年の雇用者に占める非正規職員の割合を比べると、全年齢階級で非正規職員

の割合が上昇しているが、特に15～24歳層では10.6％から33.3％と上昇幅が大きくなってい

る（付２－（1）－５表）。この要因については、企業が長期雇用層を絞り込み、即戦力中途

採用層とパートや派遣社員等の非正規社員を活用しているという戦略の影響が大きい。

また、入社３年以内の離職率については、2001年就職者における３年以内に離職する者の

割合は、高校卒業者の48.9％、大学卒業者の35.4％と高水準になっている。さらに、入社１

年以内の離職率は、2003年就職者において高校卒業者の25％、大学卒業者の15.3％と特に高

い水準になっている（第２－（1）－14図）。転職希望理由割合の変化についてみると、各年

齢階級においても「安定した仕事に就きたい」、「時間的・肉体的に負担が大きい」と感じて

いる者の割合が上昇し、その反面「もっと収入を増やしたい」と考える者の割合が低下して

おり、最近の雇用不安から、安定志向が高まっている（第２－（1）－15図）。
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第2－（1）－13図　大卒者の産業別就職者数の割合
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第2－（1）－14図　新規学卒就職者の在職期間別離職率の推移

資料出所　総務省統計局「労働力調査特別調査」（２月調査） 
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第2－（1）－15図　年齢階級別転職希望理由の変化



（若年者の就業意識）

これまでみてきたように若年者の就職環境は厳しい状況であり、非労働力化している傾向

もみられる。その一方で、若年期は就学期間を終え、積極的に社会に参加することが求めら

れる時期であり、取り巻く就職環境が厳しい状況であるとはいえ、積極的な就業意欲を持つ

ことが期待されている。以下ではこういった観点から若年者の就業に関する意識についてみ

る。

（財）社会経済生産性本部「働くことの意識調査」によって若年者の働く目的について、

上位３項目の推移を概観すると「楽しい生活をしたい」と回答している者の割合が、近年上

昇傾向で推移し、「自分の能力をためす生き方」や「経済的にゆたかな生活を送りたい」と

回答した者の割合が減少傾向で推移している（第２－（1）－16図）。なお、当該調査におけ

る楽しい生活とは、職業生活の楽しさ、余暇生活の楽しさ、仕事と生活の調和といったこと

を意味していると考えられる。

また、人並み以上に働きたいか否かという問いに対しては、人並み以上に働きたいという

回答をしている者の割合が増加しており、さらに、若いうちは、自らが進んで苦労するぐら

いの気持ちがなくてはならないと思っている者の割合が増加している（付２－（1）－６表、

付２－（1）－７表）。

さらに、同調査により職場での生きがいを感じるときについてみると「自分の仕事を達成

したとき」、「自分が進歩向上していると感じているとき」、「自分の仕事が重要だと認められ

たとき」と回答している者の割合が上昇傾向で推移している（付２－（1）－８表）。

内閣府「国民生活に関する世論調査」によると、どのような仕事が理想的だと思うかとい
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資料出所　（財）社会経済生産性本部　新入社員「働くことの意識」調査報告書（2004年） 
　　（注）　2004年結果の上位３項目の推移を示したもの。 

第2－（1）－16図　働く目的についてどう思うか（上位３項目の推移）



う質問については、「収入が安定している」、「自分にとって楽しい」とする割合が５割程度

と高水準になっている（第２－（1）－17図、第２－（1）－18図）。

このように若年者の就労に対する意識として、自分なりの価値尺度を持って充実感及び満

足感を得たいと考える傾向が見受けられる。
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第2－（1）－17図　どのような仕事が理想的だと思うか（20～29歳・２つまで複数回答）
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第2－（1）－18図　どのような仕事が理想的だと思うか（30～39歳・２つまで複数回答）



（若年者の生活全般についての意識の変化）

（財）生命保険文化センター「生活者の価値観に関する調査」によると、「責任を伴うこと

は出来るだけ避けたい」と感じる者の割合が若年層である10代後半、20代で上昇傾向で推移

しており、特に10代後半では全体の27.4％と割合が高くなっている（付２－（1）－９表）。

また、同調査により「努力や訓練が必要なことはあまりやりたくない」と感じる者の割合を

みると、10代後半、20代で上昇傾向で推移している（付２－（1）－10表）。

一方で苦労しても夢を実現させたいという考え方は、若年層で高い傾向にあり、特に10代

後半ではその割合が上昇しており、努力回避の傾向とは異なった傾向がみられ、同じ若年層

の中でも考え方が異なっており、価値観が多様化していることが分かる（付２－（1）－11表）。

（若年無業者について）

現代社会の取り巻く環境と問題点については、（財）社会経済生産性本部「「子どもたちの

健全な成長と就業への移行」に対する教育界と産業界の協力のあり方に関する調査研究」

（2005年）によると、90％近い企業が「ニート及びフリーターの増加」を社会全体の問題と

して解決すべきと考え、60％の企業が産業界も教育の現場に出て、協力体制を構築すべきで

あると回答している（なお、ここでいう「ニート」とは、イギリスのNot in Education,

Employment, or Trainingの頭文字で、1999年にイギリスの内閣府が作成したBridging the

Gapという調査報告書がその言葉の由来となっており、いわゆる「学校に通っておらず、働

いてもおらず、職業訓練を行っていない者」のことを通称している。）。これまでみてきたよ

うな若年者の意識の変化がこういった、ニートやフリーターの増加にどのような影響を及ぼ

しているのであろうか。

フリーターを「平成16年版労働経済の分析」と同様に、年齢15～34歳、卒業者であって、

女性については未婚の者とし、さらに①現在就業している者については勤め先における呼称

が「アルバイト」又は「パート」である雇用者で、②現在無業の者については家事も通学も

しておらず「アルバイト・パート」の仕事を希望する者として定義して特別集計したところ、

2004年平均では213万人（前年比4万人減）となった（第２－（1）－19図、付２－（1）－12

表）。また、上記のいわゆる「ニート」に近い概念として、若年無業者を年齢15～34歳に限

定し、非労働力人口のうち家事も通学もしていない者として集計すると、2004年では64万人

で前年と同水準となった（第２－（1）－20図、付２－（1）－13表）。これを地域別にみる

と、フリーター、若年無業者ともに南関東で最も多く、次いで、近畿、九州の順となってい

る（第２－（1）－21図）。

また、（株）UFJ総合研究所「若年者キャリア支援実態調査（厚生労働省委託）」により、

無業の若年者において仕事をしていない現在の状況に対する意識をみると、約８割弱の若年

者が、無業であることについて焦っている（「あせる」と「ややあせる」の合計）ことがわ

かる（付２－（1）－14表）。

ここで、無業者の求職活動の状況をみると、「求職活動中」の者が約４割、「求職活動の経

験があるが、現在はしていない」者が４割弱であり、合わせて約８割の若年者が求職活動の

プロセスを１回は経験している（付２－（1）－15表）。しかし、一方で、約２割の若年者が
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一度も求職活動を行っていない。これら求職活動を一度も行ったことのない者について、そ

の理由をみると、「健康上の理由」や「ほかにやりたいことがある」といった他の理由から

求職活動を意図的に行っていないが、最も高い割合を示しているのは、「人づきあいなど会

社生活をうまくやっていく自信がないから」となっており、就職後の想定される職場や職場
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資料出所　1982年、87年、92年、97年、2002年、03年については「平成16年版　労働経済の分析」より転記。2004年に
ついては、総務省統計局「労働力調査（詳細結果）」を厚生労働省労働政策担当参事官室にて特別集計。 

　　（注）　１）1982年、87年、92年、97年については、フリーターを、年齢は15～34歳と限定し、①現在就業している者
については勤め先における呼称が「アルバイト」又は「パート」である雇用者で、男性については継続就業年
数が１～５年未満の者、女性については未婚で仕事を主にしている者とし、②現在無業の者については家事も
通学もしておらず「アルバイト・パート」の仕事を希望する者と定義し、集計している。 

　　　　　２）2002年から2004年については、フリーターを、年齢15～34歳層、卒業者に限定することで在学者を除く点
を明確化し、女性については未婚の者とし、さらに、①現在就業している者については勤め先における呼称が
「アルバイト」又は「パート」である雇用者で、②現在無業の者については家事も通学もしておらず「アルバ
イト・パート」の仕事を希望する者と定義し、集計している。 

　　　　　３）1982年から97年までの数値と2002年から2004年までの数値とでは、フリーターの定義等が異なることから
接続しない点に留意する必要がある。 

第2－（1）－19図　フリーターの人数の推移
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資料出所　総務省統計局「労働力調査」 
　　（注）　若年無業者について、年齢を15～34歳に限定し、非労働力人口のうち家事も通学もしていない者として集計。 

第2－（1）－20図　若年無業者数の推移



外の人間とのコミュニケーションに不安を抱えている者が多くいることがうかがえる（付

２－（1）－16表）。

また、求職活動を行ったことがあるが、現在は行っていない者について、その理由をみる

と、「健康上の理由」の他に「希望する就職先が見つからなかったから」や「仕事について

うまくやっていける自信がなくなったから」が上位を占めており、何を仕事としてやりたい
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第2－（1）－21図　地域別フリーター数および若年無業者数（2004年）



のか見つけられない・決められない若年者が就職活動のなかで、自信を失っていることが分

かる（付２－（1）－17表）。

現在、求職活動中の若年者においては、「多少希望と違う仕事であってもとにかく就職し

たい」と思っている者は約２割であり、無業であることに焦ってはいるものの、今すぐに就

職することに対しては切迫していない状況にあることがうかがえる（付２－（1）－18表）。

このように、現在無業である若年者は、無業であることに焦っているものの、生活を送る

上での経済的不安というよりはむしろ、自分のやりたい仕事が分からないという不安や他者

との関わり（コミュニケーション）への不安が焦りにつながっていると考えられる。

次に、同調査により、現在、「正社員」、「パート・アルバイト」である者と無業者との意

識を比較する。

まず、最後に通った学校の状況をみると、ともに大学・大学院が最も多いが、正社員や

パート・アルバイトと比べて、各学校での中退率が高くなっているのが特徴である（付２－

（1）－19表）。

学校時代の人間関係についてみると、仲のよい友だちが「いた」と回答した割合が無業者

では、正社員、パート・アルバイトに比べて低くなっており、「いなかった」と答えた者が

約１割を占めている（付２－（1）－20表）。また、学校時代に信頼できる先生がいたかどう

かについては、「いた」と回答した割合は、無業者において比較的低くなっている。（付２－

（1）－21表）。現在困っていることの相談相手についてみると、「相談相手はいない」とする

者が約２割となっている。（付２－（1）－22表）。

（学校から職業への移行）

前出の（株）UFJ総合研究所「若年者キャリア支援実態調査（厚生労働省委託）」により、

学校での一般的な指導や進路指導に関してみると、多くの無業の若年者が「職業に必要な専

門的知識・技能、資格・免許」や「社会人としてのマナー」の指導の必要性を感じており、

企業が若年者に求める能力と大きく相違はない（付２－（1）－23表）。しかしながら、進路

指導サービス（ここでは、求人情報や先輩の就職先に関する情報提供、カウンセリングなど）

については、無業者は正社員、パート・アルバイトに比べて利用割合が低くなっている（付

２－（1）－24表）。これは、最後に通った学校歴（中退等）の影響も考えられるが、学校生

活での仲間や教師との信頼やつながりがうまく持てない中で、このようなサービスにアクセ

スしにくい状況が影響していると考えられる。また、学校時代の必要な指導として、「職業

の選び方」や「職業の内容」等の必要性を感じている若者も少なくない。また、厚生労働省

「高卒者の職業生活の移行に関する研究（最終報告）」により、高校３年生を対象として就職

活動中に感じたことをみたところ、希望する職種の求人が少ないと感じている者、仕事内容

や職場の実態が分からないと感じている者の割合が高い（第２－（1）－22図）。

ここで、就職者及び未就職卒業者が高校時代にもっとやっておけばよかったと思う事柄に

ついてみると「自分がやりたい職業、自分に向いている職業を見つけること」とする割合が
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最も高く、次いで「職業に関する教科・科目の勉強や職業資格を取得すること」、「社会に

様々な職業があることや、その仕事の内容について知ること」の順になっている（第２－

（1）－23図、第２－（1）－24図）。高等学校の進路指導への要望についてみると、「自分が

何に向いているかの学習」をあげる割合が４割強と高い水準となっている（付２－（1）－

25表）。このことから、自己実現ややりたいこと、職業・職種等へのこだわりを強めている

ものの、自己の能力・適性及び職業の実際などについてあまり把握できていない状況である

ことが見受けられる。

昨今、職業体験やインターンシップ等の活動を含めたキャリア教育の重要性が指摘されて

いるところであるが、先にみたような職場や職場外の人間とのコミュニケーションに不安を

抱えていたり、自分のやりたい仕事が分からなかったりする者にこそ、社会を構成する様々

な人との関わりを持てるようにするための体験活動が必要であると考えられる。実際に職場

体験を行うことにより、①異世代の人々とのコミュニケーション能力の必要性、②職業への

理解、③働くことの意義への理解ができたことなどの事例にもみられるとおり、職業や仕事

についての具体的・現実的理解の促進、勤労観、職業観の形成等の効果があり、仕事の現実

を見失いがちな若年者が現実に立脚した確かな認識を育む上で重要である。このような観点

からも、早い段階からのキャリア教育や体験活動が求められるところである。
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第2－（1）－22図　就職活動中に感じたこと（高校３年生）



（インターンシップについて）

これまでみてきたように若年失業率の高まりや、フリーター、若年無業者の増加といった

若年者の就業問題に対する関心の高まりとともに、学校在学中からの職場体験を通じた職業

意識啓発は重要であり、その中心的、先進的な取組であるインターンシップに対する期待と

関心が高まっている。そうした中で職場体験、インターンシップ等の実施率が年々上昇して
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第2－（1）－23図　就職者が高校時代にもっとやっておけばよかったと思う事柄

資料出所　文部科学省「高校生の就職問題に関する検討会議報告」（2001年） 
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第2－（1）－24図　未就職卒業者が高校時代にもっとやっておけばよかったと思う事柄



きており、平成15年度には公立中学校全体の職場体験の実施率は88.7％となっている。また、

公立（全日制）の高等学校全体の52.2％でインターンシップが実施されている。

さらに、平成14年度の大学生におけるインターンシップ体験学生数が、調査開始年度であ

る平成８年度以来初めて３万人を超え、実施大学の比率も46.3％と上昇傾向で推移している。

また、厚生労働省「インターンシップの実態に関するアンケート調査」によりインターン

シップに参加した目的についてみると、「働くことがどういうものか体験したい」とする者

の割合が全体の８割を占めている（第２－（1）－25図）。

また、同調査の企業調査により大学への要望をみると「学生の問題意識を高めること」と

する割合が75.1％と最も高くなっており、「実習の注意事項の徹底をはかる」が44.2％、「ビ

ジネスマナーの講習を充実させる」が38.3％、「学生の感想を貴社に伝える」が36.0％の順に

割合が高くなっている（付２－（1）－27表）。大学生を受入れるにあたっての効果は、「学

生の意欲の向上」が55.7％と最も高く、次いで「指導にあたる若手社員の成長」、「大学や学

生の自社の認知度を高める」、「学生の配置による職場全体の活性化」等の順になっている

（付２－（1）－28表）。

次に、同調査の大学調査により「大学が学生に身につけて欲しいこと」についてみると、

「企業で働くことに関する感覚」が95.0％と非常に高い割合となっており、次いで「学習意

欲の向上」が90.0％、「自分の適性や興味への理解」が90.0％、「仕事における責任感」が

87.5％、「社会に出る自信」が77.5％の順に割合が高くなっている（付２－（1）－26表）。

このように学生の働くことの体験が、学生及び企業の双方にとってメリットがあるものと

するために、学生が参加目的を明確に設定し、これにマッチした受入企業を選択するととも
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資料出所　厚生労働省「インターシップ推進のための調査研究委員会報告書」（2005年） 

第2－（1）－25図　インターシップに参加した目的（複数回答）



に、主体的に取り組むことが働くことの体験の効果をさらに高める。さらに大学においても、

学生に対してインターンシップについての明確な目的意識や一定程度の職業意識を育成する

ための事前指導や情報提供、企業側のニーズの把握等積極的に取り組むことが必要である。

（若年者の職場への定着）

ここまで学校生活から就業への円滑な移行が重要であることをみてきたが、ここで、就業

の場における職業能力開発や雇用のあり方をみる。前にも指摘した事項であるが、近年の学

卒就職者の３年以内の早期での離職率が高水準で推移している。また、離職した若年者の転

職後の就業形態をみると、非正規雇用者として雇用される者の割合が上昇傾向で推移してお

り、特に正規雇用者から非正規雇用者になる者の割合が上昇している（第２－（1）－26図）。

早期離職率の高まりや、フリーターや若年無業者の増加は若年期に修得すべき職業に関す

る知識や技能を修得できないことにより、当面の就職困難をもたらすだけでなく、将来にわ

たって本人の能力不足、不安定就労を招来する。早期離職率の高まりは、これまでみてきた

ように職業生活設計が不明確なまま就職する者、不本意ながら就職する者、必ずしも安定的

な就業を求めない者が増えたりといった若年者の意識の変化が影響している。また、その一

方で職場そのものの若年者に対する求心力が弱まっている可能性が指摘できる。前出のUFJ

総合研究所「若年者キャリア支援実態調査（厚生労働省委託）」により正規雇用の従業員を

対象として職業生活において困っていることについてみると、「自分にあった仕事がわから

ない」と回答している割合が最も高く27.2％となっており、次いで「困っていることは特に

ない」が25.5％となっているものの、「今後の相談が出来る機会が不十分」が23.2％、「社内

における教育訓練機会が不十分」が19.8％と続いている（付２－（1）－29表）。また、同調
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第2－（1）－26図　離職者に占める就業形態別雇用者となった者の割合（15～34歳（在学中の者を除く））



査により職業生活・キャリア形成に関する主な相談相手をみると、「職場の上司・先輩」が

50.4％、「職場の同僚」が36.9％、「学校時代の友達」が35.6％、「家族・親戚」が32.5％の順

に続いている（付２－（1）－30表）。さらに同調査により職業生活を考える上でモデルにな

る人をみると、「職場の上司・先輩」が57.7％と割合が最も高く、次いで「家族・親戚」が

18.3％となっておりモデルになる人については「職場の上司・先輩」が圧倒的に高い割合と

なっている（付２－（1）－31表）。このことから、職場において若年者のそれぞれのキャリ

アについての相談相手となり、労働者の持つ能力を最大限に発揮させる支援ができる人の存

在が重要になろう。

また、フリーターや早期離職者、就業経験のない学卒未就職者等については、職場外での

キャリア・コンサルティングを通じて、働く意義の理解を進めることにより就業意欲を喚起

し、職業生活設計とそれを踏まえた職業選択を自己決定できるようにすることにより、若年

者を安定的就学に導いていくことが重要である。

若年期は、その職業生涯において学校から就業への円滑な移行期であり、基礎的な職業能

力の形成期であり非常な重要な時期である。こういった時期に安定的な雇用が確保されてい

ないことなどから労働市場に参加しなかったり、非正規での就労を余儀なくされ十分な職業

能力開発がなされなかったりと様々な問題を抱えている。こうしたことが若年者の仕事に対

する意識を変化させている。今後は学校から就業への円滑な移行及び職場への定着のため、

若年者の実態を十分に把握するとともに、企業、教育機関、行政が密接に連携し、若年者の

就業に対する意欲の涵養及び職業能力の向上に努めていくことが求められる。

今までみてきたとおり、我が国の人口構造の高齢化は極めて急速に進んでおり、遠からず

世界に例を見ない水準の高齢社会が到来するものと見込まれている。こうした中で高齢者の

就業意欲は国際的にみて非常に高い水準となっている。生活していく上での収入を得るため

という経済的動機が、就業意欲を高めている最大の要因ではあるが、その一方で、社会参加

に対する意欲、就業を生き甲斐とする志向などの意識が強いことも要因の一つである。

この節では、現在の高齢者の実像を経済状況、健康状態、職業能力といった観点から明ら

かにするとともに、働く意欲を持った高齢者ができるだけ社会に参加することができ、その

能力が十分に発揮できる社会を実現するための可能性を探る。

平成17年版　労働経済の分析162

第�部 人口減少社会における労働政策の課題

第
２
章

4）総括

第2節　高齢者の意識と就業促進に向けた課題




